（別紙３）

銀行のＣＳＲ～法令順守（修正版）

０．凡例

· 銀行のコンプライアンスとして通常挙げられるものを列挙してみました。

· 各項目間で重複を避けたので、実際には２つ以上の項目にまたがるものがあります。

· 実際にこの文書を使うときには、代表的なもののみＣＳＲの表に入れれば足りるでしょう。（別紙資料に入れてみました）

１．預金者に対する責任

	規制のテーマ
	法律名（条文番号）
	摘　　　要

	預金者への情報提供
	銀行法12条の２
	顧客保護のため、銀行の情報提供義務を明確化したのが本条である。

本条により、例えば銀行が投資信託を取り扱う場合には、顧客に対し、①預金ではないこと、②預金保険法53条に規定する保険金の支払対象ではないこと、③元本の返済が保証されていないこと、④契約の主体、⑤その他預金等との誤認防止に関し参考となると認められる事項についての説明を行わなければならない。

	導入預金の禁止
	導入預金取締法2条・3条
	導入預金とは、預金者が、①当該預金に関し、裏利を得る目的で、②特定の第三者と通じ、③当該預金を担保として提供することなく、④当該金融機関がそのものの指定する特定の第三者に対し資金の融通等をする契約またはその預金を言う。（そのような第三者が融資を返済するわけがなく、きわめて不当とされる）

つまり、指定するものに融資をすることを条件に預金したいという人が現れたときに、銀行がこの申し出に応じると導入預金に該当することがある。

	マネーローンダリンングの防止
	組織的犯罪処罰法10条、同54条、麻薬特例法5条、同9条等
	犯罪収益に対する規制強化として組織的犯罪処罰法が1999年に成立した。金融機関が犯罪収益であることを知りつつその資金を受け入れた場合、不法収益等隠匿罪が成立する可能性がある。（同法10条）また、金融機関が受け入れた資金が犯罪収益であると疑われる場合、必要事項を当局に届け出なければならない。（同54条）

	本人確認及び記録の作成・保存
	本人確認法３条～５条、外為法18条、同18条の３、同22条の2
	金融機関が顧客等との間で預金口座の開設等を行う場合は、運転免許証等の公的証明書の提示を受ける等の方法により、顧客等の本人特定事項（氏名、住所、生年月日）を確認しなければならない。

また、マネーロンダリング防止の観点から、対外送金についても本人確認義務が銀行には課されている。

	マル優預金の濫用
	所得税法10条
	マル優預金は社会的弱者に対する税制上の優遇（少額預金への利子所得への非課税）を図ったものであるが、金融機関としては、制度利用を希望する顧客がマル優適格を有するかどうかは、氏名・生年月日等を公的な証明書の提示を求めるなどして確認しなければならない。

	非専門家の業務制限
	弁護士法72条、税理士法52条等
	銀行員が法律や税務の相談を受けることがあるが、深入りしすぎるとこれらの業法に反することがある。

	パックセールスの制限
	保険業法275条、宅地建物取引業法2条2号等
	保険料や不動産購入目的のローンを推進する場合、これらの業法に違反する可能性がある。

	不適切な勧誘に際しての契約取消
	消費者契約法4条
	契約締結の勧誘に際し、①事業者の不実告知、断定的判断の提供、不利益事実の不告知により消費者に誤認が生じた場合や、②事業者の不退去・監禁により消費者が困惑した場合には、消費者は当該契約を取り消すことができる。

	事業者に不当に有利な契約の無効
	消費者契約法8から10条
	消費者と事業者間の契約では消費者が一方的に不利な契約条項を承認せざるを得ない場合もある。左の条文は、消費者の利益を保護する観点から、消費者の利益を害する一方的な契約条項（事業者の責任の全部免除等）を無効にするものである。


２．株主に対する責任

	規制のテーマ
	法律名（条文番号）
	摘　　　要

	増資ルール違反
	商法280条の2以下
	新株を発行する場合、株主以外の者に「特に有利な発行価格」（時価より著しく低い等）で行うときは厳格な手続きが必要とされる。

	虚偽のディスクローズ
	銀行法19条、同63条、同64条、金融機能再生法78条、同86条、証券取引法197条、同207条、商法498条
	銀行法律で定められたディスクローズについて、①定められた書類を提出しない場合、②必要事項を記入しない場合、③虚偽の記載をした場合には、罰則を受けることがある。

	粉飾決算・違法配当
	商法290条、同486条、489条
	粉飾決算により配当可能利益がないのに配当を行った場合は、取締役はその金額を会社に連帯して変換する必要があるほか、刑事罰を受ける場合もある。

	子会社等との取引規制
	銀行法13条の2
	銀行がグループ会社に一方的に有利な取引を行って、銀行の健全性が損なわれることを防ぐため、いわゆるアームズ・レングス・ルールを定めている。

アームズ・レングス・ルールとは、関係者との間で行う取引であっても、第三者との取引と同様の通常の条件で取引をしなければならないことである。

	役員の兼任禁止
	銀行法7条、同65条
	銀行の公共性および情実融資（取引先との人間関係により、適切なリスク判断を行わずに融資すること）を防ぐため、銀行の常務に従事する取締役には兼職について厳格な制限（内閣総理大臣の認可が必要）が課せられている。

	他業禁止義務
	銀行法10条、12条
	銀行経営の健全性を確保するため、銀行の業務範囲を制限し（10条）、他の業務を営むことを禁止している。（12条）

特に問題となるのは、銀行が融資先に行う各種フォローアップであり、融資先に良かれと思って行う行為が本状ないし各種業法に違反する恐れがある。

	監督当局への報告
	銀行法53条、同63条
	銀行が一定の会社を子会社としたり、増資を行う場合などは、監督当局への報告が必要とされる。

	反社会的勢力（総会屋等）との関係遮断
	商法294条ノ２、同497条
	株主の権利行使に関して会社の計算で利益提供（情実融資など、経済的価値のあるものは広く含まれる）を行った場合は、これを行った取締役は会社に賠償する義務を負うほか、刑事罰を負うこともある。（総会屋対策のために設けられた規定）


３．融資先への責任

	規制のテーマ
	法律名（条文番号）
	摘　　　要

	「浮貸し」防止
	出資法3条
	「浮貸し」とは、金融機関の役職員その他の従業員がその地位を利用して、自己又は第三者の利益を図るために金銭の貸付等を行うこと。このようなサイドビジネスを許しては、金融機関の信頼を失墜させ、預金者を害するので定められた。

	情実融資（背任罪又は特別背任罪）
	刑法247条、商法486条
	金融機関の貸付担当者等が、自己又は第三者の利益を図るため、回収の見込みもないのに融資を行うと、背任罪ないし特別背任罪に問われる恐れがある。

	株主への利益供与の禁止
	商法294条の２、同266条1項2号
	株主に対して特に有利な条件（無利子とか）で融資を行った場合、株主の権利行使に対して利益供与を行ったとみなされ、取締役が損害賠償をさせられることがある。

	「不当な取引制限」の禁止
	独占禁止法3条
	いわゆるヤミカルテルを禁止したもの。銀行間で話し合って金利を決めることはもとより、金利等について情報交換を行うことも差し控えなければならない。

	「不公正な取引方法」の禁止
	独占禁止法19条
	具体的な禁止行為は公正取引委員会の告示で定められる。銀行の場合、①他行借入禁止、②貸出先への過度な経営介入等がこれに該当するとされる。

	誇大な広告表示、過大な景品提供の制限
	独占禁止法19条、景品表示法3条等
	預金獲得のために左のようなことを行うと、「不公正な取引方法」に当たるほか、景品表示法等による制限に服することがある。（銀行ではないが、クイズの賞金が1,000万円までなのはこの規制による）

	歩積・両建預金の制限
	独占禁止法19条、利息制限法１条等
	過当な歩積・両建預金（融資先に預金をさせること。その額が大きければ、実質的な融資金利が高くなる）が、「不公正な取引方法」とみなされることがある。

	金利の上限
	利息制限法１条、等
	①元本10万円未満＝年20％、元本が10万円以上100万円未満＝年18％、③元本100万円以上＝年15％とされている。サラ金の高金利はこれに違反するものであることは言うまでもない。

	取締役への貸付規制
	銀行法14条
	銀行と取締役との利益相反行為について、一般の株式会社以上の規制を課している。


４．投資先に対する責任

	規制のテーマ
	法律名（条文番号）
	摘　　　要

	不当勧誘取引行為の禁止
	証券取引法42条
	銀行が行う証券業務（投資信託の販売等）においても本条に掲げられた行為は禁止されている。

その代表的なものは、①断定的判断の提供（顧客の判断を誤らせる恐れがある）、②一任勘定取引（過当な売買や損失補てんを引き起こしやすい）である。

	損失補てんの禁止
	証券取引法42条の2
	証券取引のリスクは本来顧客が負うべきなので、公正な株式取引のため、損失補てんが禁止されている。

	詐欺的行為の禁止
	証券取引法157条、同158条、同168条～171条
	証券取引の公正さを保つため、不公正な取引を広く禁止している。

	相場操縦の禁止
	証券取引法159条
	相場操縦を認めると一部のものに有利な結果を招いて、他の投資家に不当な結果を招くので、原則として禁止されている。

	インサイダー取引の禁止
	証券取引法163～167条
	会社関係者は会社の内部情報を知る立場にあるため、一般の投資家が持たない情報に基づいて証券取引を行うことができる。このようなことは一般投資家から見れば不平等なので、会社関係者が会社の重要事実を知った場合は、その事実が公表されたあとでなければ当該会社の株式等を売買できないこととした。

	金融商品販売時の説明義務
	金融商品販売法3条等
	顧客は必ずしも金融商品の情報に通じていないので、金融商品販売業者に、金融商品の販売に関する説明義務を広く法定している。


５．融資・投資先の事業活動の社会的影響に対する責任

	規制のテーマ
	法律名（条文番号）
	摘　　　要

	貸手責任（レンダー・ライアビリティ）
	民法709条、719条
	現在は貸手責任（特に民事上）を直接定めた法律はほとんどないが、金融機関の不法行為への関与が深ければ一般原則として責任を問われるケースはある。

	共犯
	刑法60条、同62条
	犯罪行為と分かって融資を行えば、犯罪の幇助または共同正犯になる。

	犯罪目的資金融資の無効
	民法90条、同708条
	例えば麻薬購入資金や賭博資金を融資した場合、契約が無効になるだけでなく、貸した資金が戻ってこない恐れもある。

	売春目的の資金提供
	売春防止法13条
	貸手責任を直接定める数少ない条文。

	土壌汚染の防止
	土壌汚染防止法
	本法では、汚染除去等の措置の実施主体とされる「土地所有者等」に、貸付者や抵当権者（である金融機関）は含まれない建前になっている。しかし、金融機関が土地所有者たる企業に深く経営参加している場合、「土地所有者等」とみなされるリスクは残る。


６．銀行の事業活動の環境・社会影響に対する責任

	規制のテーマ
	法律名（条文番号）
	摘　　　要

	環境に関する事業者の責務
	環境基本法8条
	事業者に、公害防止・廃棄物の適正処理等、環境保全に努める責務を課している。

	省エネに関する建築主の責務
	省エネ法13条・15条
	建築物の建築をしようとする者（建築主）は、建築物に係るエネルギーの使用の合理化に資するよう努めなければならない。

さらに、床面積2000平方メートル以上の建築物については、その建築主に対して国土交通大臣は省エネのための措置について必要な指示をすることができる。そして、正当な理由がなくてその指示に従わない建築主は、その名前を公表されることがある。

銀行が新しく店舗や事務センター等を建築する場合、上記の規制には注意が必要である。

	地球温暖化防止に関する事業者の責務
	地球温暖化防止法5条
	事業者たる銀行には、①その事業活動に関し、温室効果ガスの排出の抑制等のための措置を講ずる努力義務、②国及び地方公共団体の施策に協力する義務が課せられている。

	廃棄物処理に関する事業者の責務
	廃棄物処理法3条
	事業者たる銀行には、①廃棄物の適正処理、②廃棄物の減量、③製造、加工、販売等に際し、その製品や容器が廃棄時の適正な処理を妨げないようにすること、④国及び地方公共団体の施策に協力する義務が課せられている。

特に①～③は強制的な義務であることから、銀行も通帳や頒布品などの作成時には注意が必要である。

	リサイクルに関する事業者等の責務
	リサイクル法4条
	事業者たる銀行には、①原材料等の使用の合理化、②再生資源及び再生部品の利用、③製品の長期間使用の促進、④製品や事業の副産物に関するリサイクルの促進について、それぞれ努力義務が課せられている。

	家電リサイクルに関する事業者の責務
	家電リサイクル法6条
	事業者たる銀行には、①特定家庭用機器（エアコン・テレビ・冷蔵庫・洗濯機）をなるべく長期間使用し、②これらを廃棄物として排出する場合は、リサイクルに協力する義務が課せられている。

上記家庭用機器は銀行の支店等でも使用されているので、注意が必要である。

	容器包装リサイクルに関する事業者の責務
	容器包装リサイクル法４条
	事業者たる銀行は、①容器包装の使用の合理化により容器包装廃棄物の排出を抑制し、②容器包装廃棄物の分別収集、分別基準適合物の再商品化等を促進する努力義務が課せられている。

	自動車リサイクルに関する自動車の所有者の責務
	自動車リサイクル法5条
	自動車の所有者たる銀行には、①自動車をなるべく長期間使用し、②自動車の購入や修理時の配慮によってリサイクルを促進する努力義務が課せられている。

	ダイオキシン対策に関する事業者の責務
	ダイオキシン対策法4条
	事業者たる銀行には、①事業活動に伴って発生するダイオキシン類による環境の汚染の防止又はその除去等をするために必要な措置を講字じ、②国又は地方公共団体が実施するダイオキシン汚染防止に協力する義務がある。


７．従業員に対する責任

	規制のテーマ
	法律名（条文番号）
	摘　　　要

	労働基準の遵守
	労働基準法、最低賃金法、労働安全衛生法、育児休業法等
	労働基準については多くの法規制があり、しかもそのほとんどは強行法規（当事者の契約で法律以下の定めができない）である。

	雇用機会の男女均等
	雇用機会均等法
	雇用機会の均等は従来努力義務であったが、近時これが強行法規になったことに注意が必要である。

	セクハラの防止
	雇用機会均等法21条等
	左の条文は事業主たる銀行に努力義務を課すのみであるが、その具体的指針である「事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上配慮すべき事項についての指針」（厚生労働省）では、セクハラ防止策において事業主が配慮すべき事項を詳細に取り上げている。

	派遣労働者の適正処遇
	労働者派遣法26条等
	労働者派遣契約においては、その内容を定めた文書を作成する（26条）、適正な苦情処理（40条）、派遣期間の規制（40条の２）など、多くの規制がある。


（参考資料）

· 預金等受入金融機関に係る検査マニュアル
（http://www.fsa.go.jp/manual/manualj/yokin.pdf）

· 鼎談「今日の社会的要請と金融機関」（「金融法務事情」1683号（2003年8月））

· 「地域の安心を確保する土壌汚染対策法」（「金融財政事情」2003年4月14日号）

· 金融機関コンプライアンスハンドブック（きんざい、1999年8月）

· 金融機関コンプライアンス法規便覧（きんざい、2001年3月）

· トラブル事例つき・やさしい金融商品販売法・消費者契約法（経済法令研究会、2000年12月）
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